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Ⅰ 令和２年度決算の状況 

１ 新型コロナウイルス感染症への対応と児童生徒の学びの保障 

事 業 内 容 （◎新規事業 ○拡充事業） 
決 算 額 

（単位：千円） 

① ◎ＧＩＧＡスクール構想の加速による学びの保障

児童生徒の学びを保障する環境を整えるとともに、自主的な学びを促進し、多

様でより深い学びにつなげていくため、小学校・中学校等に１人１台の端末と高

速大容量の通信ネットワークの整備等を行った。（令和３年４月より、１人１台

の端末等を活用した授業を実施） 

・小学校・中学校・特別支援学校(小学部、中

学部)の児童生徒、約 11万人に１人 1台の端

末を配備

・小学校・中学校・特別支援学校・高等学校に、

校内ＬＡＮ及びインターネットへの接続環

境等を整備 

・教員用デジタル教科書の購入（小学校５教科、中学校５教科）

・ＩＣＴ環境の備わっていない家庭の児童生徒へのパソコンやＷｉ－Ｆｉル

ータの貸与

② ◎学校園における感染症対策等

教育活動を円滑に継続していくため、必要な保健衛生用品や備品の購入等を

行い、感染症対策等を徹底した。 

③ ○小中学校における学習指導体制の充実

臨時休業に伴う学習の遅れに対応するため、小学校６年生及び中学校３年生の

少人数指導等に必要となる教員を追加配置した。 

・令和２年度：小学校 26名、中学校 10名

④ ○学ぶ力・生きる力向上支援員の配置

臨時休業に伴う学習の遅れに対応するため、放課後学習や同室複数指導、少人

数指導など、きめ細かな指導を行う「学ぶ力・生きる力向上支援員」について、

全小中学校で配置を拡充した。（１校あたり週 29時間程度を追加配置） 

⑤ ○スクール・サポート・スタッフの配置

感染症対策や学びの保障等に伴う教員の負担を軽減するため、学校現場におい

て業務補助を行うスクール・サポート・スタッフの配置を拡充した。 

・令和元年度：小中学校 89校配置

・令和２年度：小中学校 160校配置

⑥ ◎臨時休業に伴う給食中止への対応

臨時休業に伴う給食の中止が長期化する中で、経済的に配慮を要する世帯の児

童生徒の昼食を支援するため、就学援助世帯への食品送付を行うとともに、発注

済みの食材等について補償を行った。 

6,160,554 

463,185 

80,855 

898,669 

168,867 

352,343 
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２ 児童生徒の学力・体力の向上 

事 業 内 容 （◎新規事業 ○拡充事業） 
決 算 額 

（単位：千円） 

① ◎ＧＩＧＡスクール構想の加速による学びの保障（再掲） 

児童生徒の学びを保障する環境を整えるとともに、自主的な学びを促進し、多

様でより深い学びにつなげていくため、小学校・中学校等に１人１台の端末と高

速大容量の通信ネットワークの整備等を行った。（令和３年４月より、１人１台

の端末等を活用した授業を実施） 

・小学校・中学校・特別支援学校(小学部、中学部)の児童生徒、約 11 万人に

１人 1台の端末を配備 

・小学校・中学校・特別支援学校・高等学校に、校内ＬＡＮ及びインターネッ

トへの接続環境等を整備 

・教員用デジタル教科書の購入（小学校５教科、中学校５教科） 

・ＩＣＴ環境の備わっていない家庭の児童生徒へのパソコンやＷｉ－Ｆｉル

ータの貸与 

② ○小中学校における学習指導体制の充実（再掲） 

臨時休業に伴う学習の遅れに対応するため、小学校６年生及び中学校３年生の 

少人数指導等に必要となる教員を追加配置した。 

・令和２年度：小学校 26名、中学校 10名 

③ ○学ぶ力・生きる力向上支援員の配置（再掲） 

臨時休業に伴う学習の遅れに対応するため、放課後学習や同室複数指導、少人

数指導など、きめ細かな指導を行う「学ぶ力・生きる力向上支援員」について、

全小中学校で配置を拡充した。（１校あたり週 29時間程度を追加配置） 

④  ○ＩＣＴ学習環境の整備 

ＩＣＴを活用した学習を推進し、１人１台の端末等と連携した効果的な授業を

行うため、小学校・中学校・特別支援学校の普通教室に、ＩＣＴ学習環境（電子

黒板機能付プロジェクター、無線ＬＡＮ等）を整備した。 

・令和元年度：小学校 87校、中学校１校 

・令和２年度：小学校全校、中学校 44校、特別支援学校全校 

※中学校・高等学校・工業高等専門学校は令和３年度に整備完了予定。 

⑤ 学習支援ツールの配信 

教材プリントや動画による解説が利用できる「学習支援ツール」について、授

業や放課後学習、臨時休業時の家庭学習において活用した。 

⑥ 学校司書の配置 

学校図書館の環境整備や利活用を進め、児童生徒の豊かな心と読解力や思考

力、表現力など確かな学力を育むため、小中学校に学校司書を配置した。 

・令和２年度：小中学校 156校 

⑦ 英語教育の推進 

ネイティブスピーカーとの生きたコミュニケーションをはかる機会を拡大す

ることにより、児童生徒の英語力向上および国際理解を深めるため、全小中・高

等学校に外国語指導助手（ＡＬＴ）を配置し、協同授業を行った。 

・令和２年度：外国語指導助手（ＡＬＴ）125名（全小中・高等学校） 

6,160,554 
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⑧ 体力向上に向けた取り組みの推進  

「全国体力・運動能力調査、運動習慣等調査」の結果や専門家の意見等を踏ま

え、児童生徒の体力向上に向けた取り組みの検討を行った。 

また、小学校１年生を対象に体幹を鍛える取り組み、小学校５年生を対象に走

り方・投げ方を指導する取り組みを実施した。 

10,222 

 

 

 

 

３ 学校支援と組織力の強化 

事 業 内 容 （◎新規事業 ○拡充事業） 
決 算 額 

（単位：千円） 

① ◎外部人材の登用等によるガバナンスの強化 

学校園に対する支援の充実とガバナンスの強化をはかるため、監理室・地区統

括官を新設し、地区統括官による学校訪問等を通じて学校運営の状況を把握し学

校園管理職等へ指導・助言を行うとともに、学校法務専門官の配置を拡充し、法

的な助言やコンプライアンス研修を行った。 

また、教育行政が抱える諸課題について、専門的知見を踏まえて施策を進める

ため、教育監理役との意見交換を行った。 

② ◎教育人材センターの開設 
学校が必要とする多様な地域人材・外部人材のさらなる掘り起こしを行うと

ともに、人材のコーディネート機能や事務支援機能等を充実させるため、「教育

人材センター」を開設し、学校園への支援を強化した。 

③ ○スクール・サポート・スタッフの配置（再掲） 
感染症対策や学びの保障等に伴う教員の負担を軽減するため、学校現場におい

て業務補助を行うスクール・サポート・スタッフの配置を拡充した。 

・令和元年度：小中学校 89校配置 

  ・令和２年度：小中学校 160校配置 

④ 中学校部活動における外部人材の活用 

顧問教員の多忙化解消と持続可能な部活動運営をはかるため、教員に替わって

部活動の運営及び指導を行う外部顧問、及び顧問教員と協働で技術指導等を行う

ことができる外部支援員を配置した。 

・令和２年度：外部顧問 90名 外部支援員 183名 

45,066 

 

 

 

 

 

 

3,569 

 

 

 

168,867 

 

 

 

 

56,669 

 

 

 

 

４ いじめ・不登校対策の充実 

事 業 内 容 （◎新規事業 ○拡充事業） 
決 算 額 

（単位：千円） 

① ○スクールカウンセラーの配置 

児童生徒や保護者の心のケアをはかり、いじめや不登校のない安心な学校づく

りを進めるため、児童生徒や学校の実情に応じた柔軟な教育相談および支援を行

うスクールカウンセラーの配置を拡充した。 

・令和元年度：月４回配置:小学校 82校、全中学校・高等学校等 

月２回配置:小学校 81校、全特別支援学校 

・令和２年度：月４回配置:小学校 105 校、全中学校・高等学校等 

318,759 
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月２回配置:小学校 58校、全特別支援学校 

② ○スクールソーシャルワーカーの配置 

  子供の健全な成長を阻害する環境の改善を支援するとともに、いじめや不登校

等の早期発見・早期対応を進めるため、家庭・学校・地域および関係機関の支援

ネットワークを構築する福祉の専門家であるスクールソーシャルワーカーの配

置を拡充した。 

・令和元年度：各区に１名：計９名 

・令和２年度：各区に１名（北区・垂水区・西区は各２名に拡大）：計 12名 

③ ○不登校等の児童生徒に対する支援 

不登校等の児童生徒や保護者を支援するため、新たにコーディネーターを配置

し、フリースクール等の関係機関との連絡調整等を行うとともに、臨床心理士に

よる教育相談を行った。また学習機会の確保等を図るため、オンラインによる学

習支援を行った。 

④ いじめ・体罰・こども安全ホットライン等 

いじめ・体罰・児童虐待等に関し児童生徒・保護者等からの相談に対応するた

め、休日を含め 24時間対応可能なフリーダイヤルの電話相談を実施した。 

また、兵庫県教育委員会で実施しているＳＮＳを活用した相談窓口について、

児童生徒および保護者に周知するとともに、県教委と連携して対応した。 

⑤ ネットいじめ・ネット依存等防止 

ネットによるいじめやトラブル、ネット依存を防止し、適正なネット利用につな

げるため、専門家による出前授業を実施するとともに、緊急対応や不適切な書き込

みへの対応などを行うため、専門業者による学校ネットパトロールを実施した。 

 

58,865 

 

 

 

 

 

 

20,155 

 

 

 

 

5,568 

 

 

 

 

3,220 

 

 

 

 

５ 特別支援教育の推進 

事 業 内 容 （◎新規事業 ○拡充事業） 
決 算 額 

（単位：千円） 

① ◎自校通級指導教室の整備 

通級による指導を必要とする児童生徒数の増加に対応するとともに、児童生徒

が自らの通う学校で指導を受けられる体制を整えるため、拠点校通級指導教室

（市内 14か所）に加え、新たに自校通級指導教室５校を設置した。 

② ○医療的ケア支援の充実 

医療的ケアが必要な児童生徒等を支援し、保護者負担の軽減をはかるとともに

児童生徒等の社会的自立につなげていくため、特別支援学校において、医療的ケ

アが理由でスクールバスに乗車できない児童生徒を対象として、看護師添乗によ

る通学支援の試行実施に着手した。また、看護師等が医療的ケアに関する相談・

助言を受けられるよう新たに指導医を配置した。 

幼稚園、小中学校及び高等学校においては、訪問看護ステーションから看護師

を派遣した。 

③ ○インクルーシブ支援員の配置拡充 

小・中学校において配慮を要する児童生徒に対して計画的かつ継続的な支援を

行うため、インクルーシブ支援員の配置を拡充した。 

・令和元年度：15校 

2,580 

 

 

 

74,378 

 

 

 

 

 

 

 

24,985 
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・令和２年度：20校 

④ ○特別支援学校におけるスクールバスの運行 

特別支援学校において、スクールバスを運行するとともに、令和３年４月の「灘

さくら支援学校」の開校及び児童生徒の増加に対応するため、スクールバス４台

の導入準備を行った。 

・令和２年度：35台 

・令和３年度：39台 

 

627,367 

 

 

 

６ 学びを支える環境の整備 

事 業 内 容 （◎新規事業 ○拡充事業） 
決 算 額 

（単位：千円） 

≪学校給食の充実≫ 

① ○中学校給食の実施と温かい給食による全員喫食制への移行に向けた検討 

 引き続き、現行方式により給食を提供すると

ともに、温かいメニューの提供や献立内容の充

実など、給食内容の魅力化を行った。 

また、「一部食缶方式」や「親子調理方式」

のモデル実施を行い、令和元年度に実施したア

ンケート調査の結果等も踏まえ、温かい給食に

よる全員喫食制への移行に向けた検討に着手

した。 

② ◎中学校給食費の負担軽減 

  保護者の経済的負担を軽減し、子育て支援の充実をはかるため、全世帯の学校

給食費の負担を半額とした。（所得制限なし） 

  ・中学校給食費：年額 約 57,000円 → 約 28,500 円 

③ ○小学校給食調理等業務委託 

民間活力の導入により小学校給食を安定的かつ効率的に提供するため、新たに

７校の自校調理校において調理等業務の民間委託を実施した。 

・令和元年度：12校 

  ・令和２年度：19校 

 

≪児童生徒へのきめ細かな支援の充実≫                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                               

① ◎こども日本語サポートひろばの設置 

   日本語指導を必要とする児童生徒の支援を行う一元的窓口として「こども日本 

語サポートひろば」を開設し、日本語能力の測定や指導計画の作成支援を行うと 

ともに、巡回日本語指導員やランゲージコーディネーターを派遣・配置し、児童 

生徒が円滑な学校生活を送れるよう支援した。 

② ○外国人児童生徒等に対する日本語指導 

外国人児童生徒に対する日本語指導を充実させるため、「子ども多文化共生サ

ポーター」の学校への派遣回数を拡充するとともに、「中学校ＪＳＬ教室」を市

内１校から２校に増設した。 

③ ○就学援助の充実 

 

1,097,236 

 

 

 

 

 

 

 

 

253,846 

 

 

 

564,446 

 

 

 

 

 

 

11,629 

 

 

 

 

63,344 

 

 

 

620,590 
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経済的な理由により就学が困難な児童生徒に対して行う就学援助について、新

入学児童生徒学用品費等の支給単価を増額した。 

・「新入学児童生徒学用品費」支給単価 

   小学校：50,600円 → 51,060円、中学校：57,400円 → 60,000円 

 

≪学校教育環境の充実・改善等≫ 

① ◎学校園の大規模改修 

児童生徒の安全・安心を確保するため、危険性が高い不具合箇所や老朽化対策

が必要な校舎等を対象に、大規模改修を行った。 
② ○学校施設の異常高温対策 

近年の夏の猛暑を受けた熱中症対策として、避難所に指定されている学校施

設に空調設備を整備した。 

・避難所として使用する特別教室等の空調新設：中学校 55校 

・中学校体育館の部分空調新設：51 校（全中学校に設置完了） 

③ ○学校園のトイレ改修 

トイレの環境改善をはかるため、洋式化改修等を行った。 

  ・令和２年度：小学校 25校、中学校 22校 

   （令和３年度完了予定） 

④ ○神戸市教育情報基盤サービス（ＫＩＩＦ）再構築 

学校園等の教職員が使用するパソコン、ネットワーク、ソフトウェア等のシス

テム環境を充実させるため、セキュリティ機能の強化に加えて、自動採点ソフト

ウェアや保護者との新たな連絡ツール「すぐーる」の導入など、利便性の向上を

含めた再構築を行った。 
・供用開始：令和３年１月 

⑤ 工業高等専門学校における施設整備 

産業界のニーズに応える優秀なエンジニアを育成するため、時代にあった高度

な実験実習設備を導入するとともに、トイレ改修や施設設備の更新などを行っ

た。 

 

≪学校の過密化・老朽化対策等≫ 

① ◎こうべ小学校校舎増築 

  教育環境の改善と今後の児童数の増加に対応するため、校舎増築の設計を行っ

た。 

・供用開始：令和６年度 

② ○御影北小学校施設整備 

教育環境の改善と今後の児童数の増加に対応するため、校舎等の施設整備を行

い、令和３年３月に竣工した。 

③ ○高羽小学校校舎増築 

過密化への対応と教育環境の改善をはかるため、校舎の増築等に着手した。 

・供用開始：令和４年度 

④ ○春日野小学校増改築 

  老朽化した春日野小学校について、教育環境の改善をはかるため、校舎増改築

の設計を行った。 
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⑤ ○神戸祇園小学校グラウンド整備 

  グラウンドを拡張するため、周辺用地を含めた一体的な整備に取り組んだ。 

⑥ ○垂水小学校校舎増改築 

  教育環境の改善と今後の児童数の増加に対応するため、校舎増改築の設計等を

行った。 

・供用開始：令和７年度（西校舎は令和５年度） 

⑦ ○学級増対策 

  児童生徒数の増加に伴う教室不足等を解消し、教育環境の確保をはかるため、

暫定校舎を整備した。 

・令和２年度整備着手：本山第一小、妙法寺小 

・令和２年度整備完了：山の手小、本多聞中 

 

≪学校規模の適正化≫ 

① ○灘の浜小学校・灘さくら支援学校の新設 

  児童生徒数の増加に対応するため、ＨＡＴ神戸地

域に灘の浜小学校・灘さくら支援学校の校舎建設工

事を行い、令和３年４月に開校した。 

② ○ありの台小学校施設整備 

  有野台小学校・有野東小学校を統合し、平成 31 年４月に開校した「ありの台

小学校」について、今後校舎として供用する予定の旧・有野東小学校校舎の改修

工事に着手した。 

  ・竣工予定：令和３年度 

③ ○多聞南小学校・本多聞小学校の統合 

多聞南小学校・本多聞小学校を統合し、令和３年４月に旧・本多聞小学校地に

おいて「多聞の丘小学校」を開校した。また、今後校舎として供用する予定の旧・

多聞南小学校校舎について改修工事の設計を行った。 

・竣工予定：令和４年度  
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